
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～災害に強く、安全で安心して住み続けられるまちの実現に向けて～ 

荒荒荒川川川二二二・・・四四四・・・七七七丁丁丁目目目地地地区区区   
地地地区区区計計計画画画  

荒川二・四・七丁目地区では、地元町会や住民により構

成された防災まちづくりの会が中心となり、「災害に強く、

安全で安心して住み続けられるまち」の実現に向けた様々

な防災まちづくり活動が行われています。 

平成 21 年からは、将来にわたって、計画的なまちづく

りを推進していくために、地区計画制度を活用した地域独

自の建替えルールづくりの検討を始め、関係権利者等によ

る意見交換会等を経て、ルールがまとめられました。 

区では、この検討成果等を踏まえ、防災性と住環境の向

上を図るため、平成 24 年 10 月に「荒川二・四・七丁目

地区地区計画」を都市計画決定しました（平成 30 年 4 

月変更）。 

このパンフレットは、本地区計画の内容をお知らせする

ものです。本地区内で新築や建替え等を行う際に、ご活用

ください。 

 
 

荒川区 

ゆいの森芝生広場 

道路・公園などの地区施設や

地区にふさわしい建築物の用

途・形態などを定めることによ

り、地区の特性に合わせたきめ

細やかなまちづくりを実現す

るための都市計画制度です。 

荒川二・四・七丁目地区 

荒川自然公園 
（広域避難場所） 

(平成 30 年 4月 1日変更) 



 

地区区分とまちづくり方針 
 都市計画に基づいて、次のように地区を６つに区分し、それぞれの地域特性に合ったまちの将来像や

まちづくりの方針を定めています。（＊   ～  、  ～   は道路、  は公園、 は緑道を示す） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【表】地区区分ごとの高さの最高限度 

凡例 

（地区区分） 

明治通り 
沿道地区 

尾竹橋通り 
沿道地区 

藍染川通り 
沿道地区 

複合住宅 
地区 

補助 90 号線 
沿道地区 

町屋駅前 
地区 

 
    

 
 

高さの最高限度 ６０m ４５m ４５m １６m※ ３０m － 

※複合住宅地区では、同地区内の敷地規模に応じて高さの最高限度が異なります（下表のとおり）。 
敷地面積 ３００㎡未満 ３００㎡以上９００㎡未満 ９００㎡以上 

高さの最高限度 １６ｍ（５階程度） ２１ｍ（７階程度） ３０ｍ（１０階程度） 

町屋駅前地区 

尾竹橋通り沿道地区 

土地の合理的かつ健全

な高度利用を図りなが

ら、商業・居住機能の調

和した、健全で魅力ある

複合市街地を形成する。 

沿道建築物の不燃化を

促進し、災害時の延焼を

遮断するとともに、商業

地として適切な土地利用

を促進し、健全で活力の

ある商業と住宅の調和し

た良好な高層の街並み

を形成する。 

商業地として適切な土

地利用を促進し、健全

で活力のある商業と

住宅の調和した良好

な高層の街並みを形

成する。 

５ 

明治通り沿道地区 

主要幹線道路沿いの商

業地として適切な土地利

用を促進し、周辺環境に

配慮した良好な高層の

街並みを形成する。  

複合住宅地区  

地区内建築物の不燃

化を促進し、住宅・商

業・工業の調和した良

好な低中層の街並み

を形成する。 

９ ７ 
８ 

１ 

４ 
 １０  １２ 
２ 

３ 

６ 
 １１  

補助９０号線沿道地区 

建築物の不燃化を

促進し、災害時の

延焼を遮断すると

と も に 、 住 宅 ・ 商

業・工業の調和し

た良好な街並みを

形成する。 

■ １２ １ 

藍染川通り沿道地区 



  

地地区区計計画画のの目目標標  
災害時の安全性を確保するため、広域避難場所に至る避難路である地区外周道路に接続する

既存道路を安全な避難経路としての機能を確保しつつ、建築物等の適切な制限等を行うことで、

地域にふさわしい合理的な土地利用と建替えの誘導を図り、良好な街並みの形成と住宅･商業･

工業が調和する安全で魅力ある複合市街地の形成を目指します。 

地地区区整整備備計計画画のの内内容容  
＜＜地地区区施施設設＞＞  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜＜６６つつののルルーールル＞＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地区施設 
（道路） 

地区の防災性や日常生活の利

便性の向上を図るため、地区

の骨格となる道路を地区施設

と位置づけ、一定の幅員を確

保します（１ページの図を参

照）。 

＜    ～    主要生活道路・幅員 6.0～12.5ｍ＞ 

 
      、   は拡幅整備 
      は新設・拡幅整備 
    その他は既存道路 
 
＜   ～   区画道路・幅員4.0～7.6ｍ、既存道路＞ 

地区施設

（公園） 
（緑道） 

災害時における地域の防災活

動の拠点となる公園及び緑道

を地区施設として位置づけま

す。 

＜    公園 約 2,000 ㎡、新設＞ 

 

＜    緑道 約 3,000 ㎡、新設＞ 

■

１  １２ 

ルール２ 

敷地面積の

最低限度 

５地 区 共 通 ルール  
敷地の新たな細分化により建

物が密集するのを防ぐため、 
６０㎡（約１８坪）未満 

の敷地では、建築できません。 

＊平成 24 年 10 月１日現在、 

６０㎡未満の敷地での建替え

には適用されません。 

（例） 

ルール１ 

建築物等の

用途の制限 

 
良好な住環境を守るため、個

室付浴場やテレフォンクラブ

等の性風俗店舗の建築及び用

途の変更はできません。 

 

 ２  ３ 
 ４ 

６地 区 共 通 ルール  

６地 区 共 通 ルール  

120 ㎡ 

60 ㎡ 

60 ㎡ 

80 ㎡ 

40 ㎡ 

個室付浴場や

ﾃﾚﾌｫﾝｸﾗﾌﾞ等

の性風俗店舗 

  
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ルール４ 

建築物等の

高さの最高

限度 

 
周辺の住環境との調和や良好な街

並みを形成するため、高さの最高

限度を超える高さの建築物等は建

築できません。 
 
＊高さの最高限度は地区区分ご

とに異なります（１ページの

【表】地区区分ごとの高さの

最高限度を参照）。 

 

ルール５ 

建築物等の

形態・意匠

の制限 

 
周辺環境を守り、良好な街並みを

形成するため、建築物等の色彩は

荒川区景観計画に基づき、派手な

色の建築物等は避けて、周囲と調

和したものとしてください。 

また、屋外広告物等は、景観を損

なわないものとし、腐朽・腐食・

破損しやすい材料は使用できませ

ん。 

 

ルール６ 

垣・さくの

構造の制限 

 
 
災害時における沿道の塀等の倒壊

危険を避けるため、沿道の垣また

はさくの構造は、生垣やフェンス

等とし、コンクリートブロック等

を使う場合は、高さ６０ｃｍ以下

としてください。 
 

 

ルール３ 
壁面の位置

と工作物の

設置の制限 

 
 

主要生活道路においては、緊急車

両が進入可能な壁面間空間を確保

するため、壁面後退区域には建築

物や工作物（塀・さく等）を設置

できません。 
 
＊壁面後退区域は、敷地面積に

算入することができます。 
＊主要生活道路の中心位置は必

ず区にご確認ください。 

 

地 区 ごとのルール  

６地 区 共 通 ルール  

６地 区 共 通 ルール  

主要生活道路沿道のルール 対象路線   ～   、   、  、 

周囲と調和しない

建築物等の色彩 

腐朽・腐食・破損 
しやすい材料の

看板等 

景観を損な

う看板等 

７ ８  １０ １  ４ 

高さの 
最高限度 

３ｍ ３ｍ 
主要生活道路の道

路中心線から３ｍ

ずつ後退 

幅６ｍの 
空間を確保 

主
要
生
活

道
路 

中
心
線 

現況道路 

壁面後退区域 

壁面間空間 



地地区区計計画画のの内内容容  
東京都市計画地区計画の変更（荒川区決定）                        告示日：平成３０年４月１日 

名     称  荒川二・四・七丁目地区地区計画 

位   置 ※ 
 荒川区荒川一丁目、荒川二丁目、荒川三丁目、荒川四丁目、荒川五丁目、荒川六丁目、荒川七丁目、町屋一丁目、町屋二丁
目、西日暮里一丁目各地内 

面   積 ※  約４８.５ha 

地区計画の目標 
 本地区は、災害時の安全性を確保するため、広域避難場所に至る避難路である地区外周道路に接続する既存道路を安全な避
難経路としての機能を確保しつつ、建築物等の適切な制限等を行うことで、地域にふさわしい合理的な土地利用と建替えの誘
導を図り、良好な街並みの形成と住宅･商業･工業が調和する安全で魅力ある複合市街地の形成を目指す。 

区
域
の
整
備･

開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

 土地利用の方針 

 地区を６つに区分し、それぞれ次のように定める。 
１ 明治通り沿道地区では、主要幹線道路沿いの商業地として適切な土地利用を促進し、周辺環境に配慮した良好な高層の街 
 並みを形成する。 
２ 尾竹橋通り沿道地区では、沿道建築物の不燃化を促進し、災害時の延焼を遮断するとともに、商業地として適切な土地利 
 用を促進し、健全で活力のある商業と住宅の調和した良好な高層の街並みを形成する。 
３ 藍染川通り沿道地区では、商業地として適切な土地利用を促進し、健全で活力のある商業と住宅の調和した良好な高層の 
 街並みを形成する。 
４ 複合住宅地区では、地区内建築物の不燃化を促進し、住宅・商業・工業の調和した良好な低中層の街並みを形成する。 
５ 補助９０号線沿道地区では、建築物の不燃化を促進し、災害時の延焼を遮断するとともに、住宅・商業・工業の調和した

良好な街並みを形成する。 
６ 町屋駅前地区では、土地の合理的かつ健全な高度利用を図りながら、商業・居住機能の調和した、健全で魅力ある複合市 
 街地を形成する。 

 地区施設の整備 
 の方針 

１ 地区東部に位置する広域避難場所である荒川自然公園一帯につながる主要生活道路とそれを補完する区画道路を位置付
け、災害時に必要となる安全な避難経路の確保と日常生活の利便性と住環境の向上を図る。 

２ 地域住民の交流・憩いの場であり、災害時における地域の防災活動の拠点として利用できる公園を位置付け、行き止まり 
 道路の解消を図る。 
３ 広域避難場所周辺の防火性を向上させるとともに都電荒川線沿いの魅力を充実させる緑道を位置付け、安全で良好な街並

みの形成を図る。 

 建築物等の整備 
 の方針 

 良好な街並みの形成と住宅・商業・工業が調和する安全で魅力ある複合市街地の形成を図るため、建築物等の整備方針を次
のように定める。 
１ 健全で魅力ある市街地の形成を図るため、建築物等の用途の制限を定める。  
２ 安全な避難経路を確保するため、壁面の位置の制限、壁面後退区域における工作物の設置の制限、垣又はさくの構造の制 
 限を定める。 
３ 街並みや周辺環境に配慮した建替え等を誘導するため、建築物の敷地面積の最低限度、建築物等の高さの最高限度、建築 
 物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。ただし、複合住宅地区においては、宅地の共同化等による建築物の更新 
 を図るため、敷地規模に応じた建築物の高さの最高限度を設ける。 

地
区
整
備
計
画 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

種  類 名称 幅員 延長 備考 名称 幅員 延長 備考 

道  路 

主要生活道路 １号線 6.0m 約 220m 既存道路 主要生活道路12 号線 8.0～
11.1m 

約 380m 既存道路 
主要生活道路 ２号線 6.0m 約 275m 拡幅整備 ※（荒川西中央通り）   
主要生活道路 ３号線 6.0～6.1m 約 340m 拡幅整備      
主要生活道路 ４号線 6.0～6.1m 約 155m 新設・拡幅整備  区画道路 Ａ号線 4.0～4.8m 約 80m 既存道路 
主要生活道路 ５号線※ 11.2m 約 200m 既存道路  区画道路 Ｂ号線 7.6m 約 110m 既存道路 
主要生活道路 ６号線※ 10.9～12.5m 約 110m 既存道路  区画道路 Ｃ号線 4.0m 約 70m 既存道路 
主要生活道路 ７号線 5.3～6.5m 約 70m 既存道路  区画道路 Ｄ号線 4.0～4.2m 約 100m 既存道路 
主要生活道路 ８号線※ 6.0～9.8m 約 210m 既存道路  区画道路 Ｅ号線 4.0m 約 90m 既存道路 
主要生活道路 ９号線※ 11.0～11.5m 約 700m 既存道路  区画道路 Ｆ号線 4.0～4.2m 約 240m 既存道路 

 （藍染川通り）     区画道路 Ｇ号線 4.0～4.9m 約 240m 既存道路 
主要生活道路 10 号線※ 6.0～8.7m 約 950m 既存道路  区画道路 Ｈ号線 4.0～4.3m 約 230m 既存道路 

 （荒川中央通り）     区画道路 Ｉ号線 4.0～4.8m 約 250m 既存道路 
主要生活道路 11 号線※ 10.0～10.2m 約 70m 既存道路  区画道路 Ｊ号線 4.0～5.0m 約 240m 既存道路 

 （千住間道）     区画道路 Ｋ号線 4.0～5.2m 約 130m 既存道路 
種 類 名 称 面 積 備 考 
公 園 公 園 約 2,000 ㎡ 新 設 

その他の公共空地 緑 道 約 3,000 ㎡ 新 設 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 
区分 

名称 
明治通り 
沿道地区 

尾竹橋通り 
沿道地区 

藍染川通り 
沿道地区 

複合住宅地区 
補助９０号線 

沿道地区 
町屋駅前地区 

面積 約 6.1ha 約 2.5ha 約 2.7ha 約 28.9ha 約 6.5ha 約 1.8ha 

建築物等の用途 
の制限 ※ 

 次に掲げる用途に供するために建築物を建築し、又は建築物の用途を変更してはならない。 
１ 建築基準法別表第二（り）項第三号に掲げる建築物 
２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項及び第９項に規定する性風

俗関連特殊営業、又は同条第１３項第２号に規定する接客業務受託営業を行う建築物 

建築物の敷地 
面積の最低限度 

 ６０㎡   ただし、次に該当する場合はこの限りでない。 
１ この地区計画の都市計画決定の告示日（平成２４年１０月１日）において、敷地面積が６０㎡未満で、その敷地全てを一の

敷地として利用する場合 
２ 公衆便所、巡査派出所その他これらに類するもの 

壁面の位置の 
制限 

 主要生活道路の道路中心線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面及び建築物の各部分までの距離
は、３m 以上（現況幅員が６m を超える路線は除く。）とする。 

━ 

壁面後退区域 
における工作物 
の設置の制限 

 災害時の安全な道路空間を確保するために壁面の位置の制限が定められた限度の線と道路境界線との
間の土地の区域には、緊急車両等の通行を妨げる工作物を設置してはならない。 

━ 

 
 

 
 

建築物等の高さ
の最高限度 

６０m ４５m ４５m 

１６m 
ただし、３００㎡

以上９００㎡未満の
敷地については、２
１m、さらに９００㎡
以上の敷地について
は、３０m とする。 

３０m ━ 

 ただし、以下の建築物及び建築物の部分については、適用を除外する。 
１ 地区計画の都市計画決定告示日（平成２４年１０月１日）において、現に存する建築物又は現に建築中の建築物であって

前項の規定に適合しない部分を有するもの（以下この項において「従前建築物」という。）が、次の各号に掲げる範囲内に
おいて建築する場合は、同項の規定を適用しない。 

  1)従前建築物の同一敷地内に建築するもの 
  2)従前建築物の高さを超えないこと。 
２ 建築基準法第５９条の２第１項、同法第８６条第３項又は第４項の規定に基づき、許可を受けた建築物 
３ 階段室、昇降機塔その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内 
 の場合において、その部分の高さ５m まで 

建築物等の形態 
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物等の外壁、屋根及び工作物の色彩については、荒川区景観計画の色彩基準に適合したものとする。 
２ 広告物等を設置する場合は、地区の景観を良好に維持できる意匠・構造・表示方法のものとし、腐朽・腐食・破損しやす 
 い材料を使用したものを表示し、又は設置してはならない。 

垣又はさくの 
構造の制限  道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又はフェンス等とする。ただし、０．６m 以下の部分はこの限りではない。 

※は知事協議事項 



地地区区計計画画のの届届出出とと手手続続ききのの流流れれ  
荒川二・四・七丁目地区内において、土地の区画形質の変更・建築物の建築などの行為を行

う場合は、下記に示す手続きが必要となります。事前に都市計画課へご相談の上、工事着手日

の３０日前かつ建築確認申請前までに区に届け出てください。（正副 2 部届出） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要書類等 内容 縮尺 

案内図 ・当該区域、方位、道路及び目標となる地物を表示 適宜 

建物概要書 ・建築計画概要書（第二面）の写し 
 

登記簿謄本及び 

公図の写し 

・都市計画決定告示日における敷地面積が 60 ㎡未満

のときに提出  

委任状 ・代理人が届ける場合など、必要に応じて提出 
 

区域図 

（土地の区画形質の変更の場合） 

・当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当

該区域の周辺の公共施設を表示 
1：1,000 以上 

設計図 

（土地の区画形質の変更の場合） 
・切土、盛土の範囲等表示 1：100 以上 

配置図 ・敷地内における建築物、工作物、門、垣等の位置を

表示 
1：100 以上 

立面図 ・２面以上とし、外壁、屋根、玄関扉等のマンセル値を

表示（色彩基準一覧表参照） 

・門、垣等には高さ、材料等を表示 

1：50 以上 

平面図 

（建築物の建築・用途変更の場合） 
・各階平面図 1：50 以上 

 
 
 
 

 
 

地区計画に関するお問い合わせ 
荒荒川川区区  防防災災都都市市づづくくりり部部  都都市市計計画画課課  都都市市計計画画担担当当  

電電話話：：（（0033））33880022－－33111111（（内内線線 22881122・・22881133））    ＦＦＡＡＸＸ：：（（0033））33880022－－00004466  

届出書に 
添付する 
書  類 

①土地の区画形質の変更  ②建築物の建築  ③工作物の建設 
④建築物等の用途の変更  ⑤建築物等の形態又は色彩その他意匠の変更 

手続きの 
流  れ 

登録（０１）００９５号 

届出が必要

な 行 為 


